
要 旨

総務省東北管区行政評価局は、民間有識者で構成する「行政苦情救済推進会議」（座長：斉藤睦男弁護士）の
ご意見も踏まえ、本日、次の２件の相談事案に対応しました。

☆ 入院申込時の連帯保証人以外の選択肢の設定
【相談】 入院の手続に当たって、病院から家族以外で生計を別にする者を連帯保証人にするよう求められた

が、誰にも頼めず困っているので、他の方法も認めるなど柔軟に対応してほしい。

【結果】 入院費の支払を担保する方法として、クレジットカード番号の病院への登録や保証会社の活用など
連帯保証人以外の選択肢も検討するよう、東北地方の国立病院や国立大学附属病院など27病院に
あっせん。 【詳細は別紙１】

☆ 美術館・博物館の料金区分における専門学校生等の表示
【相談】 美術館の料金が「一般、大学生、小・中・高校生」との区分で表示されており、専門学校生などは自身

の料金が分からないので、表示を改めてほしい。

【結果】 当局が調査したところ、専門学校生・高専生の料金区分などが明確でない実態が判明したことから、
表示の改善が図られることを期待して、東北地方の各県博物館等連絡協議会に調査結果を情報提供。

【詳細は別紙２】

〇入院申込時に連帯保証人以外の選択肢を設けてほしい
〇美術館・博物館の料金区分に専門学校生等も加えてほしい
～行政苦情救済推進会議の意見を踏まえた行政相談への対応～
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行政苦情事案への対応に民間有識者の意見を反映させることにより、国民的立場に立って、

苦情の原因である行政の制度・運営の改善を図ることを目的として開催しています。
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